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要旨 

本稿では、消費者がステークホルダーとして、企業に効果的なガバナンス機能を提供するのか

どうかを検証した。本サンプルからは、不祥事に対して過敏に反応（不祥事を起こした商品・サ

ービスだけでなく関連するものについても購入・利用を控える）するようなケースでは、生活環

境やその変化を感じている場合や、商品・サービスへの関心が低いことが影響していることが分

かった。他方、鈍感な反応（不祥事が起きても、購入・利用し続ける）については、消費者の属

性として、裕福な家庭や、女性のうち、「安いものほど購入する」意識、関心が高い事などが起

因することが分かった。これらの問題に対し、女性の場合、「安全性」を意識し、男性の場合「商

品名や企業名」を意識して購入することで、非合理的行動が緩和されることが明らかとなった。

従って消費者によるガバナンス機能として、一定の成果を上げる可能性も示唆されるが、不祥事

に対する対応が、興味や生活環境などの影響を受けるため、その点を克服する必要がある。 
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１．ステークホルダーとしての消費者 

 コーポレート・ガバナンスの研究において、株主や取締役会などのプリンシパルによっ

て、企業不祥事を未然に防ぐことが困難であることは、多くの先行研究から示唆されてい

る。情報の非対称性が要因となるだけでなく、これらプリンシパルとが共謀することによ

って、不祥事が起きている場合もある。例えば、取締役や監査役には、高額な報酬や解雇

の脅威によって、また株主の場合、フリーライダー問題（Grossman and Hart(1980)）に

よって、経営者にエントレンチメントをもたらす。さらに経営者との利害を一致させるた

めであるはずの株式連動報酬が、暗黙の共謀を生む（Spagnolo(2000)）ことも考えられる。

従業員の場合、従業員自身のレント・シーキング行動によって、不祥事をもたらす可能性

がある。 

他方、ステークホルダーの一つである消費者は、経営者に事前の脅威を与えると考えら

れる。彼らの場合、経営者と共謀するようなインセンティブが低い。例えば、製造責任型

の不祥事が起きた場合、合理的な判断として、消費者は企業に不信感を抱き、商品の購入

や利用を止める。このことが脅威となり、企業の不祥事を未然に防ぐ可能性がある。だが、

この消費者行動の問題点として、全ての消費者が、合理的に行動をするとは限らないとい

う点である。例えば、消費者が購入する商品・サービスに対する関心の高さや、消費者の

予算制約、不祥事を起こした企業の商品・サービスに対する考え方が異なることから、非
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合理的な行動を起こす可能性もある。そこで、本稿では、日興フィナンシャル・インテリ

ジェンスが 2009 年 10 月に実施した消費者アンケートを活用し、消費者が不祥事に対して

どのような行動を意識しているのか、またそのような行動を伴う背景が何であるのかを分

析する。特に、不祥事が起きた際に、過敏に反応し、「その商品以外の関連する商品までも

購入しなくなる」場合や、逆に「鈍感で、商品・サービスを購入・利用し続ける」場合、

それぞれについて、どのような属性が影響を及ぼすのかを検討していく。尚、この分析か

ら、ステークホルダーとしての消費者によるガバナンスの有効性と限界を明らかにし、そ

の上で消費者がガバナンスの役割を担うために、消費者教育の視点からも示唆を与えられ

ると考えている。 

 

２．消費者アンケートについて 

日興フィナンシャル・インテリジェンスでは、2007 年から毎年、消費者の行動に関する

アンケート調査を行っている。2009 年のアンケート項目の中から、「多様な商品・サービス

に対する関心」、「購入時に意識する項目」、「不祥事が起きた際の購買回避行動」の 3 つの

アンケートの回答について分析を行う。 

 

2.1 回答項目と属性について 

2009 年 10 月に男女計 1,032 名（男性：516 名、女性 516 名）に対して、アンケート調

査2を実施した。各アンケートの項目は以下の通りである。 

① 多様な商品・サービスに対する関心：生活領域 30 項目3 への関心（うち一つを選択） 

・ 生活領域 30 項目について、どの程度関心があるのか；「そう思う」「ややそう思う」

「どちらでもない」「あまり思わない」「思わない」の 5 段階で評価を行う。 

② 商品・サービス購入時に重視する項目（6 種から 3 種選択） 

・ 「企業名や商品名」「商品や CM のセンス」「価格の安さ」「環境に配慮した商品」

「安全性に配慮した商品」「該当しない」から 3 つまで選択。 

③ 生活領域 30 項目で不祥事が起きたことを想定した時の行動（うち一つを選択） 

生活領域 30 項目について、商品やサービス内容に不備があり、その結果不祥事を

招くような事態になった場合、どのように行動するのか；「当該商品を購入し続け

る（以下、「鈍感な反応」）」「当該商品は購入しないが、代替的な商品を購入する」

「当該商品だけでなく、関連するすべての商品を購入しない（以下、「過敏な反応」）」

「その他」の 5 つで評価を行う。 
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３．不祥事に対する消費者行動の要因分析 

 本節では、不祥事に対する消費者の意識がどのような要因（消費者の属性や嗜好）によ

って生じるのかを分析する。ここでは、特に、不祥事が起きた場合の消費者行動のうち、「不

祥事に対して過敏に反応し、その結果、市場全体に波及し、経済が混乱する」場合と「不

祥事が起きても、継続的に利用・購入するため、企業の改善が弱い」場合の、２つの非合

理的な行動について分析を試みる。前者については、「当該商品だけでなく、関連するすべ

ての商品を購入しない」といった過敏な反応と各属性や意識との関係について評価する（分

析 1）。後者については、「継続購入・利用する」といった鈍感な反応を選択する場合と各属

性や意識の関係と分析する（分析 2）。ここでは両分析とも、生活領域 30 項目ごとに評価し、

(1)式のようなロジスティック回帰を用いて評価する。 
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（分析１）Yi：不祥事が発生した場合でも、生活領域 i の「当該商品だけではなく、関連する

全ての商品を購入しない」を選択する場合は「１」、選択しない場合は「０」 

（分析２）Yi：不祥事が発生した場合に、「継続購入・利用」を選択する場合は「１」、選択し

ない場合は「０」 

 zx ：属性や関心の高さ、購入時の意識などの変数 

具体的な説明変数については、分析結果（図表 1 および図表 2）を参照されたい。尚、両

者の分析結果の解釈として、分析 1 において、感応度（βj）がマイナスで、かつ分析 2 の

結果においても、マイナスの結果であれば、その属性や嗜好によって、合理的な選択が行

われていることを示し、いずれかがプラスの結果の場合、属性や嗜好によって非合理的な

選択が行われていると解釈する。尚、説明変数のうち、「関心の高さ」については、「数字

が大きくなるにつれ、関心が低い」ように設計されているため、符号が逆になる点に注意

頂きたい。 

 

４．分析結果 

4.1 不祥事に対する過敏な消費者行動について 

分析結果を図表 1 に示す。尚本分析結果については、紙面の都合もあり、以降の分析も

含め、符号の方向とその有意性のみ示す。まず、生活が「昨年は苦しくなかったが、今年

は苦しい」で 24 の生活領域においてプラスに有意に、「昨年も今年も苦しい」については

10 の生活領域でプラスに有意であった。「関心の高さ」については 11 の生活領域で有意に

プラスの結果を得ている。消費者の意識については、「企業名や商品名×男性」については

12 の生活領域でそれぞれプラスの結果を得ている。一般的な属性である「女性」や「既婚

者」や「子供がいる」などの属性では有意な結果をほとんど得られなかった。 

上記の結果より、一般的な属性よりも、むしろ生活環境が定常的に悪い状態やその変化

がネガティブである事、もしくはその商品・サービスに対して「関心が低い」ことから生



じる「認識の誤り」によって、過敏な回避的行動が生じる傾向にあると言える。他方、男

性が「企業名や商品名」を意識することや、「CM や商品のセンス」を意識するようなとき

に、「過敏な行動」を示す可能性が低く、企業や商品のブランドイメージなどによって、そ

の他の商品にまで波及するような効果を防ぐことが可能であると推察される。 

図表 1：不祥事に対する過敏な行動と消費者属性との関係（ロジスティック回帰） 
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防犯・防災 Estimate - + - + + - - + + - + - + + + + - - + - - - - - + - -

P-value ** ** ** ** * **

家庭用品 Estimate - + + + + - - - - - + - + + + + - - - - + - - - - - -

P-value ** ** * ** * * **

介護 Estimate - - - - - - - - + - + - + + + + - - + + - + + + - + -

P-value * * * *** * * **

水周り Estimate - - + + + - - - - - - - + + + + - - - - + + - - - - -

P-value * * ** ** ** * **

家電 Estimate - + - - - + - - - - - - + + + + - - - - + + - + - - -

P-value * * * *

AV機器 Estimate - - - - - + - + - - + - + + - + - - - - + + - + - + -

P-value ** **

冷暖房・空調 Estimate - - - - - + - + - - - - + + + + - - - - + + + + - - -

P-value ** *** * * **

寝具 Estimate - - + - + + - - - - + - + + + + - - - - - + - + - + -

P-value ** * ** *

インテリア Estimate - - - - + + + - - - + - + + + + - - - - - + - - - + -

P-value ** *** *

健康・癒し Estimate - + - - - - + + - - - - + + + + - - - + + + - + - - +

P-value * * ** *** * ***

食 Estimate - + - - - - + - + - + - + + + - - - + + + - + - - + -

P-value * ** * ** *** ** *

ショッピング Estimate - - - - + + - - - - - - + + + - - - - - + - - + - - -

P-value ** * ***

ファッション Estimate - - - - + - - - - - - - + + + + - - - - + - - - - + +

P-value *** * ** ***

美容 Estimate - - - - + - - + - - + - + + + + - - + - - + - - - + +

P-value * * * *

情報 Estimate - - - - + - - - - - + - + + + - - - - - + - + + - + +

P-value *** ** ** * **

コミュニケーション Estimate - - + + + - - + - - - - + + + - - - - - + + - - + - +

P-value *** * ** *** ** **

代行サービス Estimate - + - - - - - + - - - - + + + + - - - + - + - - - - +

P-value *** ** * *** ** ***

家 Estimate - + - - + - - + + - - - + + + + - - + - + + - + - + +

P-value ** *** ** ** **

教養・生活学習 Estimate - + - - + - - + + + + - + + + + - - + - + + - - + + +

P-value *** *** * ** ***

自己実現 Estimate - + - - - - - + + - + - + + + + - + + - - + - - + + +

P-value *** ** ** ***

キャリアアップ Estimate - + - - + - - + + + + - + + + + - - + + - - - - - + +

P-value * * * ** **

車・二輪車 Estimate - + - - + - + + - - + - + + + - - - + - - - - - - - +

P-value ** ***

乗り物 Estimate - + - - - + - + + + + + - + + + - - - - + + - - - + -

P-value *** ** *** **

趣味・レジャー Estimate - - - - - + + + + - + + + + + + - - - - + + - - - + +

P-value *** * *** * ***

出産 Estimate - + - - + - + + + - + - + + + + - - - + - + - - + - +

P-value *** ** * * *** *** *

育児 Estimate - + - - + - + + + - + + + + + + - - - - - + - - + - +

P-value *** ** ** * ** *

教育 Estimate - - - - - - + + + + + + + + + + - + + - - + - - + - +

P-value *** * ** ** ***

医療 Estimate - - - - + - + + + - - - + + + + - - - + - + - + - - -

P-value * *** * * *
貯蓄・投資 Estimate - - + + + + + - + + + + + + + + - - + - + + - + + + +

P-value *** * * *** ** ** ***
借りる Estimate - + + + + - + + + - + + + + + + - - - - + + - + - - +

P-value *** *** ** *** * * * ***
有意水準が1%未満ならば***、5%未満ならば**、10%未満ならば*を表す。  

 

4.2 不祥事に対する鈍感な消費者行動について 

 分析結果を図表２に示す。まず女性では、17 の生活領域において、「鈍感な反応」である

可能性が低い。さらに、世帯年収が 400 万円以下と 1,200 万円以上において、それぞれ 24

の生活領域、17 の生活領域において、鈍感な反応が見られる。生活環境の変化では「昨年

も今年も苦しい」と回答した人は、鈍感な反応である可能性が低い。さらに「安全性を意

識する」回答者は、男性では 14 の生活領域において、女性では 15 の生活領域において、「鈍

感な反応」である可能性が低い。逆に女性で「安いほど購入する」回答者は、15 の項目で

「鈍感な反応」を示している。関心の高さでは、12 の生活領域で、関心が高いほど「鈍感

な反応」である可能性が高い。このことは、関心が高いことで、過剰な信頼感を持つよう

になり、鈍感な反応を示したと考えられる。この他にも「企業名や商品名」、「商品の CM

やセンス」について男性の場合、「鈍感な反応」の可能性が低く、女性の場合、一部でその



可能性が高い。 

よって、分析 1 の結果を踏まえれば、世帯年収が極端に低い場合や世帯年収が極端に高

い場合に、不祥事に対して鈍感な消費者行動が見られ、特に世帯年収が高いグループでは、

この結果が強く反映されている。「生活が苦しい」と感じることによって、より過敏な反応

を示す傾向にあることが推察される。また、関心が低下すると、「過敏な反応」が起こりや

すく、関心が高まると、「鈍感な反応」が起こりやすい事が示された。消費行動における意

識という点では、女性の場合、「安全性を意識する」、男性の場合、「企業名や商品名を意識

する」場合は、消費者の非合理的な行動が緩和され、消費者がステークホルダーとして、

ガバナンス機能を発揮する上で、重要な要因であると考えられる。 

図表 2：「継続購入・利用する」行動と属性の関係（ロジスティック回帰） 
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防犯・防災 Estimate - - + - - - + + + + + + - - - - - + - + - - + + - - -

P-value ** *** ** ** *** *** *

家庭用品 Estimate - - + - - - + + + + + + - + - - - - - - - - + + - - -

P-value *** *** ** * *** * ***

介護 Estimate - - - - - + - - + + + + - - - - - + - + - - + + + - +

P-value *** ** ** * ***

水周り Estimate - - + - - - - - + + + + - - - - - - - - - - - + - - -

P-value *** ** * ** * ** ** ** **

家電 Estimate - - + + + - + + + + + + - + - - - - + - - - + + - - -

P-value ** * * *** * ** ** ** * *

AV機器 Estimate - - + + + - + + + + + + - + - - - - - + - - + + - - +

P-value *** ** *** * **

冷暖房・空調 Estimate - - - - - - + + + + + + + - - - - - - - - - + + - - +

P-value *** ** *** * ** *** * * **

寝具 Estimate - - - - - - - - + + - + + + - - - - + - - + + + + - -

P-value *** *** ** ** ** *

インテリア Estimate - - - + - - - - + + - + + - - - - - + - - + - + - - -

P-value * ** ** **

健康・癒し Estimate - - - + + - - + + + + + - + - - - - + - - + + + - - -

P-value ** ** *** ***

食 Estimate - - - - + - - - + + + + - + - - - - + - - + + + - - -

P-value ** ** * ** *** *

ショッピング Estimate - - + + + - - + + + + + + - - - + - + + - + - + + - +

P-value *** ** ** * * ** *

ファッション Estimate - - + + - - - - + + + + + - - - - - + - - + - + + - -

P-value *** *** ** *

美容 Estimate - - + + + - - - + + + + + - - - - - + - - - - + - - -

P-value * ** * *** *** **

情報 Estimate - - + + + - - - + + + + + - - - - + + + - + - + + - -

P-value *** *** ** *

コミュニケーション Estimate - - + + - - - - + + + + + - - - - - - + - - + + - - -

P-value *** ** ** *

代行サービス Estimate - - - - - + - - + + + + + - - - + - + + - - + + + - -

P-value * ** * ** ** * * ***

家 Estimate - - - - - - - - + - + + - - - - - - + - - + + + - - -

P-value *** * * * * ***

教養・生活学習 Estimate - - + - - - + + + + + + - - - - - - + - - + - + + - +

P-value *** ** * ** * *

自己実現 Estimate - - + + + - + - + + + + - - - - - - + + - + - + + - -

P-value *** *** ** * **

キャリアアップ Estimate - - + + + - - - + + + + - - - - - - + - - - + + - + +

P-value *** ** ** *** * ** ***

車・二輪車 Estimate - - - - - - - + + + + + - - - - - - - - - + - + - - -

P-value ** ** ** * ** ** ** **

乗り物 Estimate - - - - - - - - + + + + - - - - - - + - - - + + - - -

P-value ** *** ** *** *** ** *** * **

趣味・レジャー Estimate - - - - - - - - + + - + - + - - - + + + - - + + - - -

P-value * * ** **

出産 Estimate - - - + + - - - + + + + - + - - - + - - - + - + - - -

P-value * * *** * ** ** * *** **

育児 Estimate - - - + + - - + + + + + - - - - - - - + - + + + - - -

P-value ** *** ** ** * *** ** *

教育 Estimate - - + + + - - - + + + + - - - - - - + + - + + + - - +

P-value *** * ** **

医療 Estimate - - - - - - - - + + + + - + - - - + + - - + + + + - +

P-value * * *** *** ** ** ***
貯蓄・投資 Estimate - - - + + - - + + + + + - + - - - - + + - - + + - - -

P-value * *** ** *** ** ***
借りる Estimate - - - - + - - - + + - + - - - - - - + + - - + + + - -

P-value ** *** ** *** ***
有意水準が1%未満ならば***、5%未満ならば**、10%未満ならば*を表す。  

 

５．考察 

 本サンプルでは、「生活が苦しい」という生活環境の状態によって、消費者はより過敏な

回避行動を選択することが示された。一方、このような行動が回避される場合として、男

性の場合「商品名や企業名」、女性の場合「商品の CM やセンス」が意識されていることが

挙げられる。もう一つの非合理的な行動として、「世帯年収が多い」家庭や「安いものほど

購入する」というような意識（特に女性）は、「鈍感な反応」の要因となる。この行動が回



避されるためには、男女とも「安全性の意識」を高めることが重要であると推察される。

さらに、商品・サービスに対する「関心」も、非合理的な行動に影響を及ぼす可能性が示

唆された。つまり、関心が低いときには、「認識の誤り」によって、過敏な反応を示し、関

心が高いと、その商品を過大に信頼する傾向が強まる結果、鈍感な反応が示されたと推測

される。 

これらのことを総括すると、不祥事に対する非合理的な消費行動は、消費者の「関心」

の程度や「生活の状態」などが大きく影響する。このことは、消費者の行動自体が、「消費

者市民社会」の概念から派生するのではなく、個々人の感情やその状況に応じた反応であ

ると考えられる。その意味では、従業員や株主、取締役などが担っているガバナンス行動

（モニタリング）と、不祥事に対する消費行動は異なるものであると言えるだろう。わが

国における消費行動について、よりガバナンス意識の高い消費行動をもたらすためにも、

消費者教育やプロシューマー教育4が重要である。その場合、本結果が示すように、生活が

困窮している人々だけでなく、世帯年収の多い家庭に対しても、このような教育が必要と

されよう。また、あらゆる商品・サービスへの関心の有無に関係なく不祥事に関する正し

い認識を持つような教育や、「企業名や商品名」や「商品や CM などのセンス」による意識

付けや「安全性」に対する意識付けが今後の消費者教育における課題となるであろう。 
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4 プロシューマー教育とは、消費者を重要なステークホルダーの一人であると位置づけ、さらに

は「従業員」も同様に社内の消費者であると改め、企業内での消費者教育のことを指す（上村

(2009)参照）。このことにより、企業人として、自らの企業における商品・サービスについても

「消費者」の立場として見定め、事前に自らの不祥事を防ごうというものである。 


